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2020年 人文地理学会大会

　本年の大会は社会情勢に鑑みてオンライン開催とします。参加される方は人文地理学会ウェブサイトか
ら本会のメーリングリストに必ず登録をお願いいたします（非会員の方でも登録できます）。登録料は無
料で，大会参加費も無料です。メーリングリストに登録いただくと，人文地理学会より大会に関する様々
な情報（PDFで公開される『2020年人文地理学会大会研究発表要旨』へのアクセス方法，特別研究発表・
一般研究発表・会員総会などへの参加方法，質疑応答への参加方法など）が，メーリングリストに登録した
メールアドレスに届きます。多数の皆様のメーリングリストへの登録と2020年大会への参加をお待ち申
し上げます。

メーリングリストへの登録方法
方法１　 「一般社団法人人文地理学会メーリングリスト「hgsj-ml」に関するご案内」（http://www.hgsj.

org/news/hgsj-ml/）にアクセスして登録手続きができます。
方法２　 本学会ウェブサイト（http://hgsj.org/）にアクセスし，ホームページ左側の「イベントカレンダー」

および「メニュー」（いずれも深緑の枠内）の下にある「メーリングリストに関するご案内」にアクセ
スして登録手続きができます。

＊いずれの方法でも僅かな時間で登録手続きができます。

大会期日　2020年11月14（土）～11月23日（祝・月）
11月14日（土）　13：00～17：30　※オンライン＆オンタイム開催
特別研究発表（13：00～16：00）
　会場●第一オンライン会場，第二オンライン会場（いずれも13:00～14:25, 14:35～16:00）
　＊質疑応答は上記の時間帯に限りますが，発表の録画は大会期日内であればオンデマンドで視聴できます。
　＊質疑応答はZoomの挙手機能を使います。質問の際には氏名と所属先をお述べいただきます。
　
定時社員総会（会員総会）（16：30～17：30）　※学会賞の表彰式と新役員の挨拶を含みます。
　会場●第三オンライン会場
　＊第一～第三オンライン会場は，それぞれ接続のためのURLが異なります。
　＊今年の大会では懇親会を実施しません。

11月14日（土）～11月23日（祝・月）　※オンライン＆オンデマンド開催
一般研究発表
　 参加方法　参加者各自で『2020年人文地理学会大会研究発表要旨』にアクセスするとともに，学会メー
リングリストを通じて配布されるYouTubeのURLから各発表の電子ファイルにアクセスしてください。

　＊ 質疑応答にはYouTubeのコメント機能を使います。質疑応答に参加する場合は，Googleアカウントが必要と
なります。質問の際には氏名と所属先を明記してください。

　＊ 発表者からの回答は集中回答日（11月15日，11月19日，11月22日）を中心に行われます。質問が集中
した場合には回答が遅れることもありますのでご承知おき願います。

　＊今年の大会では，公募セッション，部会アワー，エクスカーションの設定はありません。

http://hgsj.org/news/hgsj-ml/
http://hgsj.org/news/hgsj-ml/
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2020年 大会研究発表題目　※発表番号をクリックすると，要旨本文を閲覧できます。

特別研究発表　11月14日（土）13:00 ～16:00　オンライン＆オンタイム開催

第一オンライン会場〈13:00 ～ 14:25，14:35 ～ 16:00〉

　SP11　神話にみる虚構と現実の歴史地理   佐々木高弘（京都先端科学大学）

　SP12　ブラジルにおけるオランダ系移住地の創設と発展   丸山浩明（立教大学）

第二オンライン会場〈13:00 ～ 14:25，14:35 ～ 16:00〉

　SP21　第二次大戦後の日本の地理教育における地域学習の展開と課題

  　―中学校社会科地理的分野の単元「身近な地域」の扱いを中心に―  岩本廣美（奈良教育大学・名誉）

　SP22　「100 年に一度」の渋谷再開発の背景と経緯

  　―地域の課題解決とグローバルな都市間競争―   田原裕子（國學院大學）

特別研究発表座長

SP11　内田忠賢（奈良女子大学）　SP12　永田淳嗣（東京大学）

SP21　志村　喬（上越教育大学）　SP22　佐藤英人（高崎経済大学）

一般研究発表　11月14日（土）～23日（月・祝）　オンライン＆オンデマンド開催 

『地理学文献目録』第 12集の分野ごとに整理しています。*は発表代表者を示します。

質疑はプログラム末尾に記した集中回答日を中心に行います。

地図・古地図

101　中国大陸北部に関する日露戦争初期の日本陸軍の外邦図作製   小林 茂（大阪大学・名誉）

102　非負値行列因子分解・非負値テンソル因子分解を用いた都市内部構造分析の試み

            桐村 喬（皇學館大学）

103　定性的GIS の研究成果   岩井優祈（筑波大学・院，日本学術振興会特別研究員DC）

104　宮城県の明治の地籍図と法務局備え付けの旧公図  古関大樹（京都女子大学・非）

災害

105　2019 年アルバニア大地震からの復興に向けて―ドゥレス市の事例から―

            森川真樹 *（ポリス大学・客員）・アルタン カチャニ（ポリス大学）

村落

106　山村における高等学校存続に向けた取り組み―鳥取県立日野高等学校の取り組みを中心に―

             作野広和（島根大学）

107　島津藩領「麓」集落の空間構造―「門割」との関係に注目して―   山元貴継（中部大学）

108　農業用水の維持管理をめぐる水利空間と関係性の変遷―大阪府泉北地域の光明池を事例に―

             谷口晴彦（京都大学・院，日本学術振興会特別研究員DC）

都市

109　台湾における土地利用の課題としての墓地   南埜 猛 *（兵庫教育大学）・土居晴洋（大分大学）
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経済地理

110　2020 年自動車リサイクルシステム 3度目の見直しに関する予備的考察   外川健一（熊本大学）

111　タピオカブームにおける台湾茶飲料店の立地展開―2013～ 2019年の東京都区部―

             郭 凱鴻（大阪商業大学 JGSS研究センター・研究員）

農業

112　アメリカ南部における「ブラックライス」と「ホワイトライス」

    　―海岸平野の大規模米栽培技術体系の形成と産地移動の含意― 野間晴雄（関西大学）

地域計画・地域開発

113　広域保険者地域における地域包括ケアシステム   杉浦真一郎（名城大学）

政治

114　ポリティカル・エコロジー論の新たな展開―環境ガバナンスのリスケーリングに関する予備的考察―

            小泉佑介 *（大阪市立大学・日本学術振興会特別研究員PD）・祖田亮次（大阪市立大学）

社会

115　在外日本人の宗教活動への参加経緯とその地域的背景―韓国・京畿地方における

    　プロテスタント教会の事例から―   川添 航（筑波大学・院，日本学術振興会特別研究員DC）

116　神戸市中央区における神戸ビーフレストランの現状

   　 ―分布特性と情報発信を中心に―   馬 鵬飛 *（奈良教育大学・院）・河本大地 (奈良教育大学）

117　ライフスタイル移住とは何か―欧米圏の研究動向と日本の地理学における方法論的展望―

             鈴木修斗（筑波大学・院）

118　株主総会探訪と芸術・美術催事探訪との共通点―生活者調査に基づく事例研究― 

             森 泰規（博報堂）

文化

119　ラオス南部における焼畑民の食料獲得戦略―食事日誌の副食材料データ分析から―

             佐藤廉也 *（大阪大学）・蒋 宏偉（総合地球環境学研究所）・

    西本 太（在ラオス日本大使館）・横山 智（名古屋大学）

120　粘的多孔性と文化の地理   森 正人（三重大学）

歴史地理

121　1900 ～ 1940年代の沖縄県における海外移民の送出と送出世帯の動向

    　―羽地村仲尾次地区出身のブラジル移民を中心に―   花木宏直（琉球大学）

122　オランダと「聖杯騎士伝説」―その独立と「欧州新教連合東インド会社」としてのVOC創設から

   　 欧州連合EUへ至る人文地理学的考察―  川西孝男（京都大学・人文科学研究所）

123　近代京都における保勝会の活動と名勝の形成―青谷保勝会を中心に―

            印牧真明（立命館大学・院）
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124　台湾日本統治時代に建立された基隆西国三十三観音石仏の現状と観光利用について

            林 麗華 *（建国科技大学）・塩川太郎（修平科技大学）

125　台湾の自然災害伝承碑にみる日本文化の影響について―日本統治時代の地震記念碑の例から―

            塩川太郎 *（修平科技大学）・林 麗華（建国科技大学）

126　金沢市中心部における主要神社の野外寄進物   府和正一郎

127　分間村絵図と焼畑集落の景観と構造に関する序論―阿波国勝浦郡瀬津村を中心として―

            羽山久男（徳島地理学会）

128　近世日本の砂糖生産における奄美大島と喜界島   徐 雨辰（関西大学・院）

129　福岡藩領小石原村皿山における陶磁器生産の景観史   竹内祥一朗（京都府立大学・院）

130　旅日記に見る明治期地主による瀬戸内海の景観認識―明治 34年中国・九州・四国旅行を事例に―

            原 遼平（筑波大学・院）

131　近世京都における旅人の見物経路のGIS 分析―『百たらずの日記』を事例として―

            谷崎友紀（立命館大学・客員研究員）

132　近代日本海沿岸地域における日用品の流通経路とその変遷―石見焼の分布を手がかりに―

            阿部志朗（益田翔陽高等学校）

133　中高大連携による城下町古地図を活用した防災への試み   藤田裕嗣（神戸大学）

地理教育

134　地理的スケールの可視化を通した地誌学習のあり方に関する検討

            木場 篤 *（ノートルダム清心中・高等学校）・吉田 剛（宮城教育大学）

135　小学校社会科副読本をめぐる若干の考察   香川貴志（京都教育大学，同附属桃山小学校）

136　地域に根差した学校教育を自治体史でどう取り扱うか―『十津川村史（地理・自然編）』の経験から―

            河本大地（奈良教育大学）

一般研究発表の集中回答日

11 月 15日（日），11月 19日（木），11月 22日（日）

　人文地理学会メーリングリストに登録後，メーリングリストを通して配布されるYouTube の URLからアクセスする

発表資料（映像ファイル，文書ファイルなど）をご覧いただいた後に，YouTube のコメント機能を使っての質疑応答

となります。なお，YouTube のコメント機能を使うには，Google アカウントが必要です。各自で事前に手続きをお済

ませください。質問に対しては，上記の集中回答日を中心に発表者より質問への回答が得られます。質問が集中した場

合には回答が遅れることもありますのでご承知おき願います。
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Historical Geography of Mythical Landscapes 
 

  
SASAKI Takahiro (Kyoto University of Advanced Science) 

 
 

Keywords mythical worldview, sinister deity, Engi-shiki, Fudo-ki, Otogi-zoushi  
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The Construction and Development of Dutch Settlements in Brazil 
 

  
MARUYAMA Hiroaki (Rikkyo University) 

 
 

 
Keywords Brazil, Dutch immigrants, Castrolanda, Evangelical and Reformed Church
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IWAMOTO Hiromi (Nara University of Education) 
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「100年に一度」の渋谷再開発の背景と経緯

̶̶ 地域の課題解決とグローバルな都市間競争̶̶

How was the Redevelopment of Shibuya Made Possible? 

田原 裕子（國學院大學）

TAHARA Yuko (Kokugakuin University) 

キーワード：渋谷，再開発，都市間競争，都市政策

Keywords：Shibuya, redevelopment, global competition between cities, urban policy 

Ⅰ 問題意識 

 「 年に一度」と呼ばれる渋谷駅中心地区の再開発は，

年の完成に向けて後半戦に入った。本報告では不可能とまで

言われていた大規模再開発を可能にした経緯を中心に，公民

が連携して国内環境，グローバル環境に巧みな対応を図り，

国の特例・優遇措置を次々に呼び込むことで都市開発を進め，

より高次の中心地を目指す営みを紹介したい。

Ⅱ 渋谷再開発の背景 

（ ）地域の課題

世界有数の巨大ターミナルである渋谷駅は，安全性や利便

性等の面で多くの課題を抱えており，大規模な改良を必要と

していた。しかし，狭い空間の中に複数の鉄道事業者の鉄道

施設と駅ビル，公共施設が複雑かつ重層的に配置され，その

中を暗渠化された渋谷川が流れるという立体パズルのような

構造が再開発を阻んでいた。

 まず，渋谷駅の成り立ちと課題を確認しておこう。渋谷は

交通網の整備に伴い，明治末期には都市近郊の住宅地として

都市化が進んだ。さらに関東大震災後は東京の市街地拡大と

ともに，渋谷駅は都心と郊外を結節するターミナル駅として

急速に発展した。戦前の段階で，山手線，東横線，井の頭線，

銀座線（いずれも現在の名称）が乗り入れ，関東初の私鉄直

営のターミナルデパート東横百貨店（旧東急東横店東館）と

玉電ビル（旧東急東横店西館）が建設されるなど，現在に至

る渋谷駅の骨格が形づくられた。

 戦後，ターミナルとして復興した渋谷に大きな転機をもた

らしたのが 年の東京オリンピックである。 の移転や

西武・東急の開発競争などを経て， 年代には日本を代表

する「若者の街」「ファッションの街」として全国区の知名

度を確立した。

その後，バブル経済崩壊の影響を受けたものの，渋谷は相

対的に影響が小さかったと言われており， 年代後半には

産業の隆盛やコギャル，ストリートファッションブームに

よって活気を取り戻した。区の人口も 年を底に回復傾向

にある。地域にとっての最大の課題は街の顔である駅の再開

発だったといえよう。駅の課題は以下の 点に要約できる。

① 安全性

 渋谷駅の駅施設と駅ビルは東京大空襲によって壊滅的な被

害を受けたものの，大正時代～戦前期に形づくられた骨格を

ベースに，戦後復興期から 年代にかけて大改修・増築さ

れた。ほとんどの建物が 年の耐震基準改正以前に建設さ

れていることから，駅施設と駅ビルの老朽化が問題となり，

安全性や防災面で対応が迫られていた。また，渋谷川が形成

する細長い谷地形の底に位置しているために浸水・冠水被害

を受けやすい，駅からバス・タクシーへの乗り継ぎで車道の

横断が必要な箇所が多いといった安全性の課題を抱えていた。

② 利便性

 地形の制約により， 社 線（ 年時点）の つの駅が地

下 階から地上 階に重層的かつ交差するように配置され，「ダ

ンジョン」「迷路」と称される複雑な構造となっていた。そ

のため，乗り換え通路やコンコースが狭くてわかりにくい，

多層階に分散する駅施設の乗り換え動線に対してバリアフ

リーが不十分である等，利便性に課題が生じていた。

③ 快適性

 地形的な制約のため，駅前広場が狭く，人々がゆっくりと

滞留できる空間が不足していた。加えて路上駐輪などによっ

て安全・快適な歩行も阻害されていた。

④ 線路と道路による分断

国道 号によってまちが南北に分断され，東西方向につ

いても 線がバリアになり，回遊が阻害されていた。

 このように渋谷駅中心地区は多くの問題を抱えていたが，

各施設が狭い空間の中で複雑に入り組んでいたため，更新に

手をつけることができなかった。駅地域の更新が進まないこ

とで，若者以外の世代の来街が低調である， 化の進展に伴っ

て拡大するハイスペックオフィスの需要に応えられないといっ

た問題も生じていた。
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（ ）日本経済再生の牽引役に据えられた都市再生

不可能だと思われていた渋谷再開発が可能になったのは，

バブル経済崩壊後の経済再生の主役に都市再生が据えられた

という日本の国内事情と，グローバルな都市間競争の激化と

いう外部環境によるところが大きい。

まず，国内環境について整理しよう。平成不況のまっただ

中の 年 月に発足した小渕内閣は同年 月に緊急経済対

策を発表し，社会資本整備に . 兆円を投じるとした。続いて

年 月には経済戦略会議が「日本経済再生への戦略」を

答申した。その中で経済再生に向けてあらゆる分野における

構造改革の必要性と方向性が示されたが，その要に位置づけ

られたのが都市再生である。日本経済再生にとって「最大の

足枷」である大都市の不良担保不動産や低未利用地の大量発

生を解決し，他方，これまで果せなかった都市構造の抜本的

再編を推進するために，土地・不動産の流動化と都市再開発

を一体的に行うことが国家的に重要な戦略的課題であると位

置づけ，都市政策のベクトルを「都市化抑制」から「都市へ

の集積誘導」に転換すると宣言している。この答申を受けて

年 月には都市再生推進懇談会の提言「東京圏の都市再

生に向けて」が提出された。

これらの答申，提言に共通しているのは，都市再生を実現

するためには民間の資金力やノウハウの活用が不可欠である

という認識である。そのため 年には都市再生，市街地再

開発事業への民間主体の参入を促進し，その活力を最大限に

活用するための条件を整えるために，都市再生やまちづくり

に関連する各種の法律が相次いで制定・改正された。

第一に，都市計画法等の一部改正により，市街地再開発事

業の施行者として再開発会社が追記されたことで，一定の条

件を満たす株式会社等が市街地再開発事業を主体的に実施す

ることができるようになった。第二に，民間の都市開発事業

を妨げる規制を見直すため，都市再生の拠点となる地域（都

市再生緊急整備地域）を定め，思い切った都市計画の特別措

置や金融支援を講じることを可能にする都市再生特別措置法

が制定された。容積率や高さ制限など，既存の都市計画上の

規制を適用除外として自由度の高い計画を定めることのでき

る都市再生特別地区制度や，民間都市再生事業計画の認定制

度と認定事業に対する金融支援制度が創設された。

（ ）「世界都市」を目指す競争

 アジア諸都市の台頭によって日本の国際競争力の低下に対

する危機感が強まると, 都市再生政策においても国際競争力

の強化に力点が置かれるようになった。

年には つの成長戦略が策定された。いずれも「世界

都市東京をはじめとする大都市」を国の成長の牽引役・エン

ジンとして，国を挙げて喫緊に取り組むべき成長戦略の柱に

大都市の再生・成長戦略を据えている。激化する国際都市間，

特にアジア間競争に勝ち抜き，世界中から人，モノ，金，情

報を呼び込むアジアの拠点，世界のイノベーションセンター

を目指すためには，大都市の国際競争力を強化することが必

要だと考えたからである。こうした考え方の背景には，経済

成長を牽引しているのは世界レベルの大都市・メガリージョ

ンであり，それらの地域の間で，さらなる経済成長のために

より高次の「世界都市」を目指す競争が激化しているという

現状認識を読み取ることができる。

国の新成長戦略では総合特区の創設が明記された。これを

受けて 年 月に総合特別区法が成立し，同年 月には第

次指定が行われた。総合特区制度は「地域の責任ある戦略，

民間の知恵と資金，国の施策の「選択と集中」の観点を最大

限に生かすために創設」された制度で，大都市の国際競争力

の強化に係わる制度として国際戦略総合特区が設けられた。

指定の申請は地方公共団体が，事業の実施主体や経済団体，

金融機関， 法人等を構成員とする地域協議会の協議を経

て行うしくみになっており，公民連携による地域の責任ある

関与，主体的な取組みが重視されている。

国交省成長戦略でも，大戦略の つに「大都市イノベーショ

ン創出戦略－国際都市間競争に打ち勝ち，世界のイノベー

ションセンターへ－」が据えられ，優先的に実施すべき事項

として「世界都市東京をはじめとする大都市の国際競争力の

強化」が掲げられた。その中で，都市再生特別措置法の延長・

拡充の早期実現が明記された。

これに基づいて 年 月に都市再生特別措置法の一部を

改正する法律が施行され，特定都市再生緊急整備地域制度が

創設された。既に高いポテンシャルを有している地域に絞り

こんで集中的に支援資源を投入するためである。都市開発事

業を強力に推進するための深掘りした施策を追加的に講じる

ことになった。あわせて民間都市開発プロジェクトに対する

さまざまな支援や，規制緩和（道路上空利用や道路占用許可

の特例等）も盛り込まれた。

 以上のように，バブル経済崩壊を機に，国は大都市再生を

日本経済再生の牽引役に位置づけた。さらにグローバルな都

市間競争が激化する中で，日本の国際競争力強化のエンジン

としての役割が加わった。大都市再生を強力に推進するため

にさまざまな分野で大胆な規制緩和や金融措置が講じられた

ことで，不可能が可能になり，公民が連携して大都市再生を

推進するためのお膳立てが整った。

Ⅲ 渋谷再開発決定までの経緯 

 渋谷再開発は，このような外部環境の変化を千載一遇の

チャンスとしてとらえ，公民一体となって制度を最大限に活

用することで可能になった。次にこの点を整理する。
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（ ）相互直通運転化（相直化）・地下化の決定

渋谷再開発の直接のきっかけは小渕内閣の緊急経済対策だ。

これによって社会資本整備に対する巨額な投資が決定され，

長年棚上げされていた営団地下鉄 号線（現・副都心線）の

渋谷延伸の方針が固まった。 年策定の国土のグランドデ

ザインで分散型ネットワーク構造の構築が謳われており，副

都心線の渋谷延伸は東横線との相互直通運転化を含んでいる。

相直化を実現するためには東横線の地下化が不可欠であるた

め，地下化によって不要になる東横線の駅舎の空間を活用し

た玉突き方式という再開発の方法が決まったのである。

その後， 年 月には運輸政策審議会第 号答申におい

て 号線の渋谷延伸が 年までに整備すべき路線（ ）に

リストアップされ， 年には 号線の延伸， 年には相

直化に伴う都市計画決定がなされた。あわせて 年 月に

は東急の取締役会で東横線と 号線の相互直通運転を開始す

ることが決定， 年度の鉄軌道事業整備投資計画で渋谷駅

～代官山駅間の地下化工事に着手することが決まったことで

渋谷再開発が正式に動き出した。

（ ）「世界都市・東京」の渋谷へ

こうした動きと軌を一にして，渋谷では公民が連携し，世

界都市・東京の成長戦略において渋谷をいかに活用するのか，

換言すれば，都市再生特別措置法をはじめとする国の政策を

いかに誘導・活用するか，という議論が活発化する。

年 月には渋谷区「渋谷駅周辺整備ガイドプラン 」

が発表された。渋谷駅とその周辺地域の整備のあり方につい

て行政，事業者（鉄道，商業），地域，学識経験者等からな

る委員会で検討した内容をまとめたものだ。この段階では整

備の具体的な内容はつめられていないが，「世界における都

市再構築」の視点を強く打ち出している点が印象的である。

こうした検討の つの決着点として，渋谷駅周辺地域が

年 月に都市再生緊急整備地域に指定された（第 次）。これ

によって先述したような各種の特例措置を活かし，自由度の

高い開発事業を行うことが可能になった。また，同年には東

横線渋谷～横浜間改良工事が国土交通省の特定都市鉄道整

備事業計画の認定も受けた。

指定に際して都市再生本部が示した地域整備方針では，駅

施設の機能更新と再編，およびそれを契機にした開発の連鎖

による総合的なまちづくりの推進が整備目標に掲げられ，強

化すべき機能として，クリエイティブコンテンツ産業等の先

進的な業務機能，国際競争力の向上に寄与する生活文化等の

情報発信機能などが挙げられた。この頃には，渋谷が「消費」

の街としてだけでなく， 産業・クリエイティブコンテンツ

産業などの先進的な業務機能の集積地として評価されるよう

になったことがわかる。

地域指定を受け，渋谷区は整備計画の見直しを行い，

年に「渋谷駅中心まちづくりガイドライン 」を策定した。

このガイドラインで注目されるのは，渋谷を，東京の総合的

な都市力を高め，東京がアジアの玄関口となるために，大手

町を中心とする「グローバルビジネスの経済力」とともに，

東京を牽引する両輪に位置づけた点である。文化等のソフト

パワーや知識経済の重要性が増した世界において，質の高い

生活文化や先端的な若者文化の発信地であり，音楽，デザイ

ン，ファッション分野の集積力が高い渋谷は，東京の他地域

にはない国際競争力を備えているからである。この頃から渋

谷を，少なくとも当事者の間では，大手町・丸の内＝「正」

に対する「副」（都心）ではなく，別のアイデンティティを

持つ，東京の成長を牽引する両輪の片方として位置づけるよ

うになったことが読み取れる。

年 月には副都心線が渋谷に乗り入れた。これと前後

して，銀座線の移設を含んだ渋谷ヒカリエの都市再生特別地

区の決定（ 年 月），そして鉄道施設と道路，広場などの

公共施設が集中する駅街区の基盤整備に係わる都市計画決定

（ 年 月）と土地区画整理事業の認可（ 年 月）が

行われ，駅の景観を一変させる再開発事業が本格化した。

年 月には総合戦略特区（国際戦略総合特区）の第

次指定が行われ，東京都が申請したアジアヘッドクォーター

特区が指定された。同特区は つのエリアで構成されており，

渋谷駅周辺地域もその つである。翌 年 月には特定都市

再生緊急整備地域の第 次指定を受けた。

以上のように，「消費の街」から「消費＋業務の街」に変

貌した渋谷は，バブル経済の清算とグローバルな都市間競争

における生き残りという国の最重要課題に対して公民が連携

して的確に反応し，他の都心部にはない特徴や強みを生かし

て国の特例・優遇措置を継続的に呼び込むことに成功した。

それらを活用することで土地区画整理事業，鉄道改良事業，

国道 号の拡幅事業，駅ビル再開発事業等の公共事業と民

間事業を組み合わせ，都市基盤整備と周辺施設の整備を同時

進行する「 年に一度」の再開発が可能になった。

他方，「世界都市東京」における渋谷の地位も着実に高まっ

た。 年の「東京圏の都市再生に向けて」では渋谷への言

及はわずかであったし，都市再生緊急整備地域の指定も第

次指定から約 年遅れの第 次指定であった。だが，総合特区，

特定都市再生緊急整備地域については第 次指定を受けてお

り，この間の東京の都市内競争を勝ち進んだといえよう。

（ ）東急の戦略

ところで，渋谷の最大の大家でもある東急が，ターミナル

の地位を失いかねない相直化のリスクをとったのはなぜか。

もともと東急の社内では 年代から地下化と相直化のアイ

ディアはあり，技術的な検討が進められてきたという。また，

年代に東急の輸送人員がジリ貧になっていたことや，
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の湘南新宿ラインの計画をふまえて，リスクをとってでも新

宿とつながることに活路を見いだしたと言われている。東急，

とくに田園都市線沿線は最後まで人口増加が続くと予想され

てはいるものの，沿線の人口増加を前提としたこれまでのビ

ジネスモデルは転換を迫られていた。ターミナルの地位に固

執するよりも，最大の拠点である渋谷の魅力・価値を向上さ

せることで沿線全体の価値向上を図る戦略に切り替え，再開

発推進の中核的な役割を果たしたと考えられる。

Ⅳ まちづくりの構想 

 国の特例・優遇措置を活用する途は開けたものの，現実に

土地区画整理事業，鉄道改良事業，都市基盤整備事業，駅ビ

ル再開発事業を同時進行で実施するためには，さまざまな調

整を行う必要がある。次にその点について見ていく。

（ ）まちづくりの構想プロセス

 基盤整備の都市計画決定等を受けて，渋谷区は再開発の具

体的方策を示す「渋谷駅中心地区まちづくり指針 」を策

定した（ 年 月）。指針の策定に当たっては各街区におけ

る計画・調整とともに，街区間の調整も必要となる。また，

事業者間，施設間の調整や，国や都の上位計画との調整も必

要となる。各アクターが地区全体のまちづくりの構想を共有

することも重要である。そのため，スケール別，エリア別，

対象別に，学識経験者，国土交通省，東京都，渋谷区，鉄道

事業者，開発予定者，地元の町会・商店会，まちづくり協議

会，商業事業者等，「いろいろな人」が「たくさん集まる」

会議体が階層的・並列的に設置され，検討・調整が行われた。

それらの会議体は名称変更や移行を経ながら，現在も渋谷区

のまちづくり構想の見直し・更新に参画している。

そうした会議体の つとして渋谷の「顔」「玄関口」である

駅中心地区の景観の質を向上させるために，「デザイン会議」

が設置された。優れた都市のデザイン（景観）は渋谷の魅力

を内外に発信するための効果的な手段になるからである。

（ ）

 年 月には周辺施設（駅ビル）の開発の先陣を切って

渋谷ヒカリエが開業した。先述のようにこの施設は都市再生

特別地区の決定を受けて開発された。そのため，商業施設だ

けでなく，劇場等の文化施設（文化・交流・発信機能），地

下 階から地上 階にわたってまちをつなぐ立体広場空間「アー

バン・コア」（交通結節機能）など，国際競争力の強化に資

するための施設が設置されている。

 このように渋谷駅中心地区ではヒカリエを含めて全部で

つの都市再生特別地区（開発街区）が設定され，開発街区ご

とに民間の大規模複合施設が建設されるが，それぞれの施設

は地域整備方針に基づき，世界に開かれた生活文化の発信拠

点としての機能を分担している。

 各施設の設計は，さまざまなアクターが参加して勉強会や

討議・調整を重ね，多くの議論を踏まえて決定された。検討

に際しては都市経営などの分野の研究動向も参照され，最近

では の構想が紹介されたそうだ。その内容

は歩行を重視した機能配置・動線整備，住民や就業者のため

のアメニティの重視，相互作用を生むホットスポットの整備，

異なる業種や分野の融合を促進するプラットフォームづくり

などの形で，実際の設計に反映されている。まちづくりの理

念と現場レベルでの調整のキャッチボールを重ねることで具

体的な設計が決まっていったことが読み取れる。また，こう

した駅地区のまちづくり構想は，渋谷区基本構想（ 年

月策定）や基本計画など，区全体のまちづくり構想にも取り

入れられている。

Ⅴ 現状と課題 

 年 月には渋谷区のオフィスの平均賃料が千代田区を

抜いて日本一になったことが報じられた。「企業としての都

市」の中核部隊として再開発事業を進めてきたディベロッパー，

不動産業者は一定の成果をあげられたといえよう。まちづく

りの面についても，報告者の知る限りでも新しい都心型の職

住近接のライフ・ワークスタイルや，新しい住民の地域への

「滲み出し」が生まれており，効果が現れ始めたところであ

る。また，駅地区の景観は や ，インスタなどさまざま

な媒体で活用され，国内外に向けて発信されており，まちの

ブランド価値向上に貢献している。

 だが，そうした矢先に新型コロナウィルスの感染拡大の影

響がオフィス需要に打撃を与えた。今のところ大手 企業が

入居する再開発施設については退去・縮小の動きは見られな

いが，渋谷区全体では，在宅勤務などに切り替えるスタート

アップ企業などが多いため，都心 区の中でも空室率の上昇

ペースが速くなっている。再開発施設はリモートワークの進

展を織り込んで設計されており，シェアオフィスやインキュ

ベーションオフィスなど，「わざわざ来る，集まる価値のあ

る」オフィススペースが積極的に設けられている。たが，最

近は大手町・丸の内エリアも同様の戦略に乗り出しており，

業務機能の面では大・丸・有（大手町・丸の内・有楽町）＝

伝統的な大企業，渋谷＝スタートアップやベンチャーという

住み分けが薄れる可能性もある。わざわざ訪れたくなる，来

る価値のあるまちとして，「働く」「暮らす」「学ぶ」「楽しむ」

の質を総合的に高め続けることが，今後ますます重要になる

だろう。

注） 

本研究は，科研費基盤研究（C）（課題番号18K01151）による成果

の一部である。
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/Figure  1. Ufficio centrale per l'Edilizia e 

l'Urbanistica dell'Albania (L. Carmignani, F. Poggi), 

piano regolatore di Durazzo, 1942: piano 

territoriale e di bonifica; zonizzazione. Retrived 

from the paper; Cristina Pallini, C. Scaccabarozzi, 

A. (2000) L'urbanistica corporativa  e i piani italiani 

per le città dell'Albania. (Durres Wetland in mid 

1930. With blue signed the wetland area, author; 

Kacani, A). 

/Figure 2. Map of Durres Municipality showing 

the hazardous areas and the earthquake 

damages. (author; Kacani, A). 
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2020年自動車リサイクルシステム3度目の見直しに関する予備的考察

A Preliminary Study of the Third Review of the Japanese Automotive  
Recycling System in 2020 

外川 健一（熊本大学）

TOGAWA Kenichi (Kumamoto University) 

キーワード： 自動車リサイクル，ASR，非認定全部利用・輸出

Keywords: automotive recycling, ASR, non-certificated whole recycling and export 

Ⅰ はじめに 

 日本の廃棄物・リサイクル法の つで，世界的にも特異的な

存在である自動車リサイクル法が完全施行されてから 年と

なる。同法では 年ごとの見直しが規定されており， 年

月 日の経済産業省・環境省主催の合同審議会（正式名称は，

「産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小

委員会 自動車リサイクル  中央環境審議会循環型社会

部会自動車リサイクル専門委員会 第 回合同会議」以下，

合同会議と略する。）にて，現状のシステムの運用状況と課題，

方向性が議論された。そこで，政策科学をも志向した人文地

理学の立場で，現状と課題を整理したい。

 

Ⅱ 問題の所在 

自動車リサイクル法の成立は 年であった。法の制定の

背景には，豊島事件という主として自動車リサイクル時の最

終残渣：シュレッダーダスト（以下 と略す）の不法投棄

事件がある。これを機に，処理困難物でもある の最終処

分場への搬入難という問題が浮上した。というのも 年代

後半から 年までは鉄スクラップ価格が低迷し，廃自動車

由来の の埋立処分価格が高騰したため，自動車の廃車ガ

ラを破砕し，鉄スクラップ等の素材をリサイクルする破砕業

者（破砕機をシュレッダーと呼ぶことからシュレッダー業者

とも呼ばれる）の経営状況は悪化し，一部の地域では廃車が

処理できない状況に陥り，不法投棄問題が顕在化したからで

ある。このため自動車リサイクル関係業者の経営のボトルネッ

クである の再資源化（リサイクル）を「拡大生産者責任」

制度を適用して自動車メーカー等（等は自動車輸入業者を主

として指す）に課したのが，日本の自動車リサイクル法の大

きな特質である。それでは，現在この の問題は解決され

ているのかについて検討を行うのが，本報告の主たる目的で

ある。

Ⅲ ASR再資源化と認定全部利用，非認定全部利用・輸出 

前述したように自動車リサイクル法によるシステムでは，

の再資源化（リサイクル）を自動車メーカー等に課した

が，各メーカーが独自にこれを行うことに関しては規模の経

済がはたらかないということで，トヨタ，ホンダ等を中心と

する チームと，日産，スズキ，マツダ，三菱自動車等を中

心とする という つのチームに分かれてこれを行っている。

そして，実際に 再資源化事業をメーカーが行っているの

はトヨタのみである（正確に言えばグループ会社の豊田メタ

ル株式会社が行っている。日産はかつて追浜工場でこの事業

を行っていたことがあったが，現在は撤退している。ほかの

メーカーは，この事業に自らが参入したことはない）。よって，

これらの事業はいわゆる廃棄物処理業者に委託する形が法の

施行時は多かった（とくにガス化溶融炉での再資源化が期待

された）。しかし法の施行前に 中に残存する銅分が注目さ

れ，銅の製錬工場での再資源化の可能性が大きいことが判明

し，とくに反射炉をもつ小名浜製錬（福島県）が， 再資

源化施設として注目された。なお も秋田県の小坂製錬

や岡山工場， 金属は三日市工場，三菱マテリアルは香川県

直島にて 再資源化事業に参入している。

なお， は自動車から主として，鉄・非鉄スクラップを

取り出すために，シュレッダー処理した結果生じる残渣であ

ることから， を出さないように解体段階で丁寧に部品や

スクラップを取り外す「全部利用」という工程が認められて

いる。そして，解体業者と電気炉メーカーが商社を介してコ

ンソーシアムを創り，これが チームもしくは に正規の

リサイクルであると認められれば，これを認定全部利用と呼

び， リサイクル料金の一部が，解体業者に支払われる仕

組みもある。また，解体業者が指定された自動車部材（タイ

ヤ，オイル類，バッテリー，フロン類，エアバッグ類等）お

よび有用部品や高価なスクラップ（廃触媒にはロジウムやパ

ラジウム等の高価なレアメタルが含有されているため，ほぼ

取り外される）を取り外したのち，プレス処理を行い，海外

へ鉄源として輸出するケースがある。これは「非認定全部利

用・輸出」という方法で，法的に認められている。
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Ⅳ 中国ショックとASR再資源化施設の変化 

報告者は前回 年に公になった自動車リサイクル法の

回目の見直しについて考察を行っている（外川， ）。当

時と比べて大きく違う状況は，それまで数十年にわたり日本

のみならず米国や欧州から廃棄物まがいのスクラップを輸入

し，豊富な低賃金労働力を使って，処理・リサイクルしてい

た中国のスクラップ輸入禁止措置が， 年から本格的に始

まったことだ。これを静脈産業の「中国ショック」と呼ぶ。

具体的には，中国政府が， 年 月に新しい環境政策「国

門利剣：ナショナル・ソード」を発表し，雑品廃プラスチッ

ク等の輸入における検品厳格化を打ち出し，いわゆる「資源

ごみ」の中国への輸出が困難となった。

実際，それまで一定数の解体業者やシュレッダー業者が，

商社や華人バイヤーのコーディネートで，自動車由来の廃プ

ラや廃ガラス等を廃車ガラと混ぜ「雑品」という商品と称し

て中国や東南アジア諸国へ輸出していた。これらは統計では

把握できない見えないフローであり，その実態は正確にはつ

かめない。

そこで，中国ショック以降一時期，シュレッダー業者によ

る解体業者からの廃車ガラの受け入れ制限が，関東地方を中

心に行われていた。具体的には報告者の 年 月の複数の

シュレッダー業者への聞き取りの結果， 再資源化施設の

処理キャパシティがオーバーしていたためか，シュレッダー

自身の稼働率も落ちていた。というのは，中国ショックの余

波を受けたのは，自動車由来の雑品スクラップだけでもなく，

そのほかの廃材由来の雑品スクラップも同様だったからだ。

多くのシュレッダー業者は，自動車以外の鉄を含有する廃

材も破砕処理しており，ここから生じるダストは自動車由来

のシュレッダーダストと区別され と呼ばれる。 と と

の大きな違いは，前者の処理（再資源化）は自動車メーカー

によって行われ（実際はメーカーに委託された再資源化施設

が行う），そのための費用はリサイクル料金として，自動車

ユーザーから徴収されているが， に関しては完全に市場原

理で処理・再資源化が行われている点である。そのため

年の前半は，多くの再資源化施設が中国ショックで行き場を

失った を に優先して行った可能性がある。というのは

の再資源化料金は， チームもしくは と事前に契約

した比較的変動しない価格であったのに対して， の処理・

再資源化価格は，市場相場に敏感に左右されるからである。

ゆえに多くの再資源化施設が を後回しにして，処理費が

高騰したと推測される を優先して処理・再資源化した結果，

解体業者から破砕業者への荷受け制限という現象が生まれた

と思われる。その結果， 年度から 年度まで の直

接埋立はゼロであったが， 年から再開され， 年度は

トンの が直接埋立処理されている。

なお，シュレッダー業者は限られた を再資源化施設に

搬送することが規定されているが， チーム， 双方とも

当該シュレッダー施設に近接する 再資源化施設への受け

入れを必ずしもせず， の広域輸送が全国で散見された。

報告者が 年 月に行った業界団体へのヒアリング調査で

は，北海道で発生した が富山県の再資源化施設に運ばれ

た例もある。

 年度の使用済自動車の引取り台数と 引取り台数は

以下の通り。

 使用済自動車発生台数 約 万台

 として再資源化処理に委託された台数 約 万台

 認定全部利用台数 約 万台

 非認定全部利用・輸出台数 約 万台

ここで注目したいのは非認定全部利用・輸出の急増である。

この方法は法施行時から毎年漸増していたが， 年度から

年度の伸びは . ％であり，日本の使用済自動車の

. ％がこの方法で処理されている。非認定全部利用は主と

して鉄源という名目で輸出されているが，具体的にどの国に

何台輸出されているかはブラックボックスである。この方式

の実態を精査し，廃棄物の輸出が行われていないかを検証す

る必要がある。

なお， 再資源化施設に関しては， 年前の見直し時の

年度時に比し，セメントの比率が伸びていること，そし

てシュレッダー業者が自ら 再資源化施設を設置し，

からどん欲に金属スクラップを回収しようとしていること（最

終残渣はセメントと連携して行うことが多い），炭化炉の撤退

が目立つことが挙げられる。なお， 再資源化施設での事

故が合同会議でも 年度に 例報告されており，地図上では

全国に 再資源化施設は分散立地しているが，小名浜製錬

をはじめ実際に多くの を受け入れている施設と，それほ

どでもない施設とが併存している。そして チームと と

の競争原理を機能させるためという名目もあって，どの施設

でどのくらいの量の が再資源化されているのかは公表さ

れてはいない。

Ⅴ 終わりに 

 今後，合同審議会では，①自動車リサイクル制度の効率化・

安定化，② の質の推進・質の向上，③次世代自動車のリサ

イクルや大規模災害等の変化への対応を主として議論する予

定だそうだが，本格的な制度の見直しは見送られるようだ。
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広域保険者地域における地域包括ケアシステム

Community-based Integrated Care System Under Wide Area Union 

杉浦 真一郎（名城大学）

SUGIURA Shinichiro (Meijo University) 

キーワード：地域包括ケアシステム，地域包括支援センター，ローカル・ガバナンス，広域連合

Keywords：community-based integrated care system, comprehensive community supportcenter, local governance, wide area union 

Ⅰ 問題の所在と研究の目的 

 近年の日本では，少子高齢化の進展と厳しい財政状況から，

行財政に関わる諸制度の変革が大きな課題となっている。そ

の対応として，既存の行財政をめぐって地域的枠組みの再編

（リスケーリング）を模索する動きが相次いでいる。しかし，

年代半ばの平成の大合併で見られたように，行財政の地

域的枠組みは各地域に大きな影響をもたらすものであり，地

理学的関心からも重要な論点である。

行財政の地域的枠組みを変化させる動きには，主に つの

力学が働いている。 つは，外部からの圧力によって促され

る再編であり，もう つは，地域主導で狭域化・細分化する

再編である。このうち後者では，平成の大合併を経て一定の

規模を確保した市町村に実質的な意思決定の単位を移行させ，

その主体性や地域との緊密性を重視する動きが進んでいる。

市町村よりも狭い地域単位への目配りが望まれる地域包括ケ

アシステムでは，介護保険行政において日常生活圏域と呼ば

れる，おおむね中学校区を単位とする地域ごとに，必要な組

織や人員を配置して展開することが望ましいとされている。

地域包括ケアシステムとは，団塊の世代が後期高齢期を迎

える 年代半ばを念頭に，高齢者の住まいを中心に，介護・

医療・予防・生活支援等の諸機能が地域の中で一体化し，多

くの専門職が関わりながら高齢者の生活が支えられていく姿

を想定するものである（杉浦， ）。地理学の分野では，

介護保険制度下で地域包括ケアの理念が政策的に具現化され

て以降，比較的多くの個別的また包括的な実証研究が行われ

てきた。とくに畠山・中村・宮澤（ ）は，全国の各地域

における状況を最も包括的に把握し，そのローカル・ガバナ

ンスの様態を整理している。そこでは，地域包括ケアシステ

ムをめぐる集権的／分権的なローカル・ガバナンスが，同シ

ステムに関わる地域の諸資源（地域団体や医療・介護施設等）

の分布状況によって影響を受けていることを明らかにした。

さらには，それら諸資源の分布をめぐる地域特性を考慮した

地域包括ケアシステムの構築に向けたローカル・ガバナンス

のあり方を検討することが，今後も必要であると述べている。

こうした地域特性との関連で地域包括ケアシステムを把握

しようと考えるとき，そのローカル・ガバナンスを包含する

意思決定の中心的な主体となる介護保険者の存在にも注意を

払う必要がある。介護保険者は，通常は単一の市町村であり，

市町村という基礎自治体が，地域包括支援センターの配置や

地域ケア会議の階層性の有無や階層ごとの機能配分を行って

いる。しかし，地域包括ケアシステムの理念的枠組みが比較

的ミクロな地理的範囲を念頭に置いていることや，また一般

的には自明であるため言及されることが少ないが，地域包括

支援センターの配置や地域ケア会議の設置が基礎自治体であ

る市町村ごとの意思決定に基づいていることを踏まえたとき，

それとは対照的に，広域連合や一部事務組合の形態によって

複数の基礎自治体を統合して介護保険行財政を運営している

広域保険者地域における地域包括ケアシステムがどのような

様態を示すのかは，地域特性を踏まえた地域包括ケアシステ

ムに関する実態分析の一つの課題として位置づけられるが，

既存研究では十分に取り上げられてこなかった。

以上の点を踏まえ，本研究では，三重県鈴鹿市および亀山

市の 市で構成される鈴鹿亀山地区広域連合における地域包

括ケアシステムに注目し，地域包括支援センターの配置をは

じめとする体制構築の状況などからみたローカル・ガバナン

スの実態を明らかにすることを目的とする。

Ⅱ 鈴鹿亀山地域の概要 

 鈴鹿亀山地区広域連合を構成する鈴鹿市および亀山市（以

下，鈴鹿亀山地域とする）は，三重県の北部に位置している。

名古屋市中心部からはおよそ 圏の内外にあるため，通

勤圏としてみると名古屋大都市圏の外縁にある。鈴鹿亀山地

域の北部は県内最大の人口規模を持つ四日市市と，南部は県

庁所在都市の津市と，それぞれ接している。鈴鹿市は，東側

では伊勢湾に面しながら，内陸部に位置する亀山市とともに，

西端では滋賀県甲賀市と鈴鹿山脈によって境をなしている。

両市ともに田園地帯や山地・丘陵部も多く，鉄道交通の利便

性は高くないものの，高速道路や主要国道が通ることによっ
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て，名古屋方面および関西方面との道路交通アクセスは比較

的充実し，輸送・電子機械などの製造業の立地する工業都市

としての性格も目立っている。

鈴鹿亀山地区広域連合が 年 月 日に設立された当初，

その構成団体は 市 町（鈴鹿市，亀山市，鈴鹿郡関町）であっ

たが， 年 月 日に亀山市と関町とが新設合併によって

現在の亀山市となった。こうした経緯から，現在の同広域連

合は，鈴鹿市と亀山市の 市で構成されている。広域連合と

して対象としている業務には消費者行政や公共施設の相互利

用調整なども含まれるが，配置されている職員数のほか，設

立が介護保険制度の始まる 年度を目前にした時期であっ

たことなどからも，広域連合としての主要な業務は介護保険

分野であると言って良い。

Ⅲ 鈴鹿亀山地域における地域包括ケアの体制 

（ ）地域包括支援センターの設置

鈴鹿亀山地区広域連合では，介護保険制度の初期とも言え

る 年度までは，それ以前にも民間事業者に委託して設置

されていた在宅介護支援センターが住民の相談窓口の役割を

果たしていた。地域包括ケアシステムの理念が制度化され，

地域包括支援センターの設置が事実上義務化された 年度

からは，保険者である広域連合が鈴鹿市および亀山市のそれ

ぞれで，次のように地域包括支援センターの委託を行った。

鈴鹿市では，それまで市内で在宅介護支援センターを受託

運営していた の民間事業者に対して，広域連合として

年度からの地域包括ケアシステムの構築と地域包括支援セン

ターの設置について， 時間体制での運営が可能である等の

要件を含む説明および意向確認を行った。これに反応した事

業者のうち， 事業者に委託することを決定し，同市内を つ

の圏域に分けて，それぞれ 圏域ずつを担当として分担する

体制とした。 圏域とした理由には，保険者が広域連合であ

ることが関係している。すなわち，広域連合をともに構成す

る亀山市の人口規模 , （ 歳以上人口 , ）に対して，

鈴鹿市の人口 , （同 , ）が約 ～ 倍であることによっ

て，亀山市に拠点を つ設け，鈴鹿市に 箇所とした。鈴鹿市

における地域包括支援センターの委託先は，医療法人が 件，

社会福祉法人が 件，社会福祉協議会が 件である。 年ごと

の更新による随意契約であるが，これら委託先には 年度

から異動がない。

亀山市では，従来は市が直営で地域包括支援センターを運

営（広域連合が市に委託）する形を 年度まで取ってきた

が， 年度から亀山市社会福祉協議会への委託に切り替え

ている。この背景には，市直営では雇用形態が非正規職のみ

であり，待遇の低さが離職を生じさせ，欠員を募集するもの

の，他の民間事業者等に比べても見劣りする待遇のため必要

な人員が埋まらず，残った職員の業務負担が増し，さらなる

離職を招く悪循環が生じていたことで，地域包括支援センター

としての業務に大幅な支障が生じていた実情があった。その

ため，社会福祉士など地域包括支援センターに必須の専門職

をもともと常勤で雇用している社会福祉協議会が運営の担い

手となることで，その業務の一つとして地域包括支援センター

に人員を配置しやすい環境を整えることとなった。ただし，

こうした亀山市における市直営での地域包括ケアの状況改善

に時間を要したことと，地域包括ケアシステムの第一義的な

責任を持つ保険者の枠組みが市ではなく広域連合にあったこ

とは，地域包括ケアの体制構築をめぐる地域的枠組みについ

て再検討の必要性を示唆している。

（ ）地域包括支援センターの区割り

鈴鹿市では， つの地域包括支援センターを設置するに当

たり，その運営を委託する事業者（法人）の拠点に応じて，

西部・北部・中部・南部の 圏域を設定した。ただし，同程

度の人口規模として想定をしていたものの，旧町村の単位な

ど既存の行政区に影響され，南部が北部の . 倍近い高齢者を

抱えるなど，バランスを取ることが難しい面は否めない。

また地域包括支援センターの業務が，その拠点のみに職員

を常駐させておくのではなく，担当区域内で各地域の高齢者

世帯に出向き，近隣組織関係者（自治会，民生委員，警察・

消防ほか）と接触する機会が多いことを踏まえると，担当区

域の地理的な広さは，きめ細かさを求める地域包括ケアの理

念や移動の効率性の観点と整合しにくい面がある。この点に

関して，もともと面積が広大で，市西部の農村的な地域特性

を抱える西部包括は，自身の圏域を分割し， 年度から新

たな拠点をサブセンターとして開設し，市街地に近い従来の

地域包括支援センターと同様の機能を付与している。

対照的に南部包括では，拠点が北東端の海岸部に立地し，

担当区域の西端の集落まで直線で もの距離がある。し

かし西端近くで別の社会福祉法人が特養を運営していること

を考えると，仮にその社会福祉法人とともに現在の圏域を分

割する場合でも，数字上は 専門職の人数が余剰になること

がなく，かつ つの地域包括支援センターが担当する区域（面

積）をよりコンパクト化することが可能になる。

他方で亀山市では，地域包括支援センターは 拠点のみで

あるが，その下に旧亀山市内に 箇所の，旧関町内に 箇所の

在宅介護支援センターを民間事業者（特養を運営する社会福

祉法人）へ委託する階層構造を構築している。
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Travelers’ Landscape Recognition of the Seto Inland Sea in Travel Diaries:  

Trips to West Japan in 1901 
 

  
HARA Ryohei (Graduate Student, University of Tsukuba) 

 
 

 
Keywords Seto Inland Sea, trip, travel diary, landscape recognition 
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GIS  
 

 
GIS Analysis on Sightseeing Trips in the Early Modern Kyoto:  
A Case Study of Travel Writing Titled “Momo Tarazu no Nikki”  

 
  

TANIZAKI Yuki (Visiting Joint Researcher,  
Institute of Humanities, Human, and Social Sciences, Ritsumeikan University) 

 
GIS 

Keywords travel writing, Kyoto, noted place, Edo era, Historical GIS 
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Geographical 
Analysis

Three 
presentations on geographical analysis and modeling 
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Distribution Routes for Commodities in the Modern Japan Sea Coastal 
Region and Their Changes: Using the Distribution of Iwami-yaki Ware 

 
  

ABE Shiro (Masuda-shoyo High School) 
 

 
Keywords kitamae-ship, river transport, Iwami-yaki ware, railway construction 
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Trial to Support Reconstruction Utilizing Old Maps of Castle Towns and 
Cooperating with Secondary Schools and Universities 

 
  

FUJITA Hirotsugu (Graduate School of Humanities, Kobe University) 
 

GIS  
Keywords support reconstruction, disaster prevention, historical GIS, database, castle town 
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 A Study of Regional Geography Education Methods  
Through Visualization of Geographical Scale 

 
   

KOBA Atsushi (Notre Dame Seishin Junior and Senior High School), 
YOSHIDA Tsuyoshi (Miyagi University of Education) 

 
 

Keywords regional geography education, geographical scale, new regional geography, geographical perspective, metacognition 
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., . ( ). International Charter on Geographic Education.]

geog. 2 /geography for key stage 3 /3rd 
edition

Regional Geography: Current developments and 
future prospects

Mapping the Futures: 
Local cultures, global change

Uneven development: Nature, capital, and the production 
of space
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A Study of Supplementary Textbooks for Elementary School Social Studies 

 
  

KAGAWA Takashi (Kyoto University of Education [KUE],  
Momoyama Elementary School attached to KUE) 

 
 

Keywords elementary school social studies, supplementary textbook for social studies, local study, topographical view 
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Drawing School Education Rooted in Local Communities  

by Editing the Municipal History Book: 
An Experience in Totsukawa Village, Nara Prefecture 

 
  

KOHMOTO Daichi (Nara University of Education) 
 

 
Keywords school consolidation, educational practice, local learning, historical material, mountainous area 
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https://www.sogensha.co.jp/
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http://www.kokon.co.jp/
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http://seibundo-pb.co.jp/
https://kup.or.jp/
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65

2015年に全世界で、 
生殖年齢にある女性の57％が

現代的な避妊法を 
使っている。54ヵ国 (そのうち
アフリカが34ヵ国) では、 

現代的な方法を使えているのは
避妊需要の半数に満たない。

マルタ
ュニジアチュニ ア

64

151150

最高レート: 
アンティグア•バーブーダ、 

バルバドス、 
バミューダ

最低レート:  
チャド

69%

16%

http://www.osaka-up.or.jp/
https://www.akashi.co.jp/
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